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お客さま起点への原点回帰と
変革をやり切り、リテール金融の
真価を発揮する

善を重ねていく。企業は本来、その繰り返しで進化していく
ものですが、私たちは、その変化への感度とスピードを伴う
実行力が弱くなっていたと言わざるを得ません。その結果
が、計画の未達につながったと認識しています。
　前中期経営計画では、コード決済AEON Payの立ち上げ
や決済基盤の整備、事業ポートフォリオの見直しなど、将来
の成長に向けた土台づくりを進めました。しかし、土台を整
えるだけでは十分ではありません。お客さまのニーズや市場
環境の変化に合わせて商品・サービスを絶えず磨き、支持さ
れる価値を生み出し続けることで、利益と資本効率の向上に
つなげるところまでやり切る。成長に向けた投資を十分な成
果へ結び付けられなかった教訓を踏まえ、新たに中期経営計
画（2026年度～2030年度）を策定しました。

前中計の未達から、何を変えるべきか
　当社は1981年の設立以来、イオングループにおける
キャッシュレス化を推進し、決済や銀行、保険などの金融商

前中期経営計画の総括

変化に向き合えなかった反省
　2025年度をもって5年間の前中期経営計画が終了しまし
たが、最終年度の業績目標は大きく未達となり、ROEは4.5％ 
にとどまりました。私は、この結果を重く受け止めています。
主な要因は、コスト構造の硬直化や海外事業における従来型
ビジネスモデルの限界に加え、成長に向けた投資を十分に成
果へ結び付けられなかったことにあります。
　ただ、こうした要因を並べるだけでは、本質的な変革には
つながりません。計画未達の最大の課題は、お客さまや市場
の変化を的確に捉え、必要な変革を決断し、成果が出るまで
やり切る実行力が不足していたことです。国内では、クレジッ
トカード基幹システムの刷新に伴い、一定期間、新たな商品・
サービスの開発が制限される状況にありました。しかし、
その環境下であっても、お客さまに選ばれ続ける価値を提供
できているのかを問い続け、できることを見極めて実行する
余地はあったはずです。自ら変わり、成果につながるまで改

品・サービスの提供を通じて、お客さまの暮らしに寄り添った
金融サービスを展開してきました。かつての当社の金融サー
ビスは、先進性や生活者の求めるお得さがありました。しか
し、当社を取り巻く競争環境は大きく変化しています。スマー
トフォンを起点とした決済、ID・データに基づく顧客理解や、
AIを活用したパーソナライズされたサービス提供など、企業
が選ばれる理由は大きく変化しています。ポイント還元率や
手数料だけを競う時代ではなく、生活圏そのものの価値が問
われる時代になっています。
　そのなかで、私は率直に、当社はイオングループという大
きな基盤に支えられている環境に安住していた面があったと
思います。全国に広がる店舗網や顧客接点という大きな強み
を持ちながら、その強みをさらに磨き上げ、新たな価値へと
つなげる挑戦が十分ではありませんでした。グループシナ
ジーを発揮していたつもりでも、そのポテンシャルを十分に
引き出し、活かしきることも、グループの枠を超えて外へ価
値を広げていくことも不十分でした。

トップメッセージ

代表取締役 兼 社長執行役員

深山 友晴

中期経営計画（2026年度～2030年度）では３つの重点テーマに取り組み、
営業利益1,000億円、ROE10.0％を実現します。
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　変えるべきは、強みの持ち方ではなく、その活かし方です。
イオングループの店舗網というリアルの接点に加え、AEON 
Payをはじめとしたデジタル接点から得られる決済データに、
購買履歴や来店行動などの小売データを掛け合わせ、お客さ
まのニーズをより深く理解する。その理解を、日々の買い物
を便利にする決済、必要なときに安心して利用できる融資、
将来への備えとなる金融サービスへつなげる。さらに、イオン
グループ各社のアプリや店舗といった顧客接点をより一層活
用していくことに加え、自治体や企業が提供するサービスと
の連携を通じ、金融機能をお客さまの日常生活における子育
てや教育、医療、行政サービスなどの場面へ広げていく。リ
アルな顧客接点で得られるお客さまの声と、デジタルデータ
を金融に融合し、必要なサービスが必要なときに自然に届く
状態をつくることが、当社の有するポテンシャルを価値に変
える道だと考えています。

中期経営計画（2026年度～2030年度） 

稼ぐ力を取り戻す
　中期経営計画（2026年度～2030年度）では、「稼ぐ力の
発揮」「高効率経営への転換」「安全・安心No.1」の3つを基
本方針に掲げました。2030年度に営業収益7,800億円、営
業利益1,000億円、ROE10％を達成し、PBR1倍以上を実現
します。これは単なる数値目標ではなく、お客さまに選ばれ、
株主・投資家の皆さまの期待に応え、従業員が誇りを持てる
会社となるための経営の約束です。
　中期経営計画を実現するうえで、国内の事業運営のあり方
も変えていきます。当社と子会社であるイオン銀行は、これ
までも連携を進めてきましたが、お客さま起点での商品・サー
ビス提供をさらに高度化するためには、なお改善の余地があ
ります。お客さまにとって重要なことは、自分に必要な金融

サービスを最適な形で利用できることです。そこで、商品・
サービスの提供にとどまらず、事業戦略や組織運営、経営資
源の配分を含め、両社が一体となって事業を運営する体制へ
転換します。会社や事業の枠を超え、お客さまの暮らしに寄
り添った金融サービスをシームレスに提供していきます。
　こうしたお客さま起点の一体運営のもと、当社は「稼ぐ力
の発揮」に取り組みます。当社グループの成長の鍵は、決済
を起点とした顧客基盤の拡大と、融資事業の成長にあります。
AEON Payをお客さまとの主要な接点として、決済データと
小売データを活用し、お客さまに対する理解を深めていきま
す。顧客基盤の拡大は重要な戦略ですが、それ自体が目的で
はありません。お客さまとの接点を広げ、一人ひとりに最適
な金融サービスを提供していくことが目的です。決済、預金、
融資、保険を一体的に提供することで、お客さまの利便性と
安心感を高め、お客さまと当社グループとの関係性をより深
めていきます。その結果としてクロスセルを進め、お客さまの
LTV向上につなげます。なかでも銀行ローンやキャッシング
などの融資事業を今後の成長ドライバーと位置付け、必要な
経営資源を重点的に投入していきます。
　海外においては、選択と集中を進め、重点国へ経営資源を
集中的に投入していきます。重点国と設定したマレーシア、
ベトナム、カンボジアは、人口増加を背景とした消費市場の成
長や、金融サービスの浸透余地を踏まえ、当社が中長期的に
価値を発揮できる市場であると考えています。当社は長年に
わたり海外各国に進出し、現地で事業基盤を築いてきました。
しかし今後は、過去の延長線ではなく、各国の成長機会に合
わせた事業モデルへと再構築していきます。そのため、セキュ
リティやリスク管理など共通化すべき領域は当社グループで
標準化させる一方で、商品・サービスや営業スタイルは国や
地域ごとの規制、商慣習やお客さまの生活スタイルに合わせ

て現地に根ざして磨き上げ、さらなる成長を目指します。
　次に、「高効率経営への転換」です。稼ぐ力を取り戻すため
には、高コスト体質を是正するとともに、変化に素早く対応で
きる経営基盤を整えることが不可欠です。金融事業において
は、商品・サービスの提供から業務運営、リスク管理までを大
規模なシステムが事業を支えています。当社は、国内におい
てクレジットカード基幹システムの刷新を完了しました。この
投資は、単なるシステム更改ではありません。商品・サービ
スの開発や機能改善、新たな技術への対応をより迅速に行う
ための基盤であり、前中期経営計画期間中に課題であった
変化への対応力や機動力を高める重要な意味をもっていま
す。今後は、この基盤を稼ぐ力へと変えていきます。さらに、
AIやデジタル技術の活用を通じて業務プロセスの見直しを一
層加速させます。定型業務や確認業務をテクノロジーで置き
換えることで、生産性を高めるだけでなく、従業員がお客さ
まと向き合い、課題解決や新たな価値の創出により多くの力
を発揮できるようにしていきます。また、新しいことを始める
だけでは十分でありません。限られた経営資源を成長領域
へ振り向けるため、顧客ニーズに合致しない商品・サービス
や非効率な業務については見直しを進めます。何を続け、何
を変え、何を止めるか。その判断をすることも、私の重要な
役割だと考えています。
　そして、その全ての土台となるのが「安全・安心No.1」で
す。金融事業において信頼は事業の前提であり、成長と安全
は両立しなければなりません。リスク管理やコンプライアン
スを含むガバナンス体制を強化し、成長を支える経営基盤を
築きます。
　私は、この３つの基本方針を個別の施策とは考えていませ
ん。安全・安心という強固な土台の上に、高効率な経営基盤
を築き、そのうえで稼ぐ力を最大限発揮する。この好循環を
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生み出すことが、今回策定した中期経営計画（2026年度～
2030年度）の本質だと考えています。

変革の起点は現場にある
　社長就任後、私は各地の現場を回り、中期経営計画を自ら
の言葉で説明するタウンホールミーティングなどで、従業員
との対話を重ねています。例えば若手従業員とのランチ会で
は、少人数で、仕事のことも、それ以外のことも、率直に話す
場になっています。そこで再認識したのは、当社は現場でお
客さまの声を直接聞き、その気づきを商品・サービスに活か
して成長してきた会社だということです。一人ひとりが会社
を良くしたい、お客さまに良いサービスを届けたいという思
いを持っています。このお客さま起点の姿勢が変わらない当
社の強みです。
　一方、その強みを組織全体の変化につなげる仕組みには
改善の余地があります。現場では、お客さまの変化や不便さ
を感じ取り、「このような商品が必要ではないか」、「このサー
ビスはもっと使いやすくなるのではないか」という声が日々
あがっています。しかし、そうした気づきを素早く商品・サー
ビスの改善や新たな取り組みとして実行するスピードは、

十分とはいえませんでした。変化の激しい時代だからこそ、
最初から完成形を求めるのではなく、まずは行動し、その結果
から学び、改善を重ねることが重要です。私は、現場で生ま
れた気づきを大切にし、挑戦を後押しすることで、変化をよ
り速く価値へつなげられる組織へ変えていきたいと考えてい
ます。
　これは現場の問題ではなく、経営の課題です。私たちマネ
ジメントには、現場で得られた気づきや提案を迅速な意思決
定と行動につなげる責任があります。必要な権限や経営資
源を適切に配分し、お客さまへの価値提供につながる取り組
みを着実に前へ進めなければなりません。同時に、なぜこの
戦略を進め、どこを目指すのかを、一人ひとりが自分の仕事
と結び付けて理解できるまで伝える必要があります。上から
指示を流すだけでも、声を聞くだけでも組織は変わらない。
双方向の対話を意思決定と行動につなげ、組織の推進力へ
変えていきます。だからこそ私は、経営が目指す未来と現場
の仕事とのつながりを明確にし、一人ひとりが自分の言葉で
戦略を語り、行動できるところまで伝え続けたいと思ってい
ます。

ガバナンス強化

予兆を見逃さない組織へ
　前中期経営計画の期間中、カード不正利用被害の拡大や
イオン銀行への業務改善命令、海外子会社取得に係る過年
度決算の修正など、ステークホルダーの皆さまにご心配とご
迷惑をおかけした事案が発生しました。金融サービスを担う
会社にとって、安全・安心と信頼は事業の前提です。その前
提を揺るがしたことを、経営として深く反省しています。
　それぞれの事案の背景は異なりますが、共通する課題は、
リスクの予兆や現場の違和感を早期に捉え、組織内で共有

し、適切な経営判断と行動につなげる力が十分ではなかった
ことです。問題が顕在化してから対応するのではなく、小さ
な兆候の段階で手を打つ。そのための仕組みと企業風土の
双方を変えなければ、同じことを繰り返しかねません。
　金融サービスを展開する会社において、ガバナンスや、 
これを支えるリスク管理・コンプライアンスは、専門部署だけ
が担うものではありません。第一線の一人ひとりがリスク
オーナーシップを持ち、第二線、第三線が専門性を発揮し、
経営が予兆を見逃さずに判断する。その全体が機能して初
めて、信頼される金融サービスを提供できます。経営自ら、
耳の痛い情報ほど正面から受け止め、速やかな行動につな
げます。
　現在、当社グループでは、リスク管理とコンプライアンスの
運営体制を見直し、当社とイオン銀行との一体的な運営を進
めています。前中期経営計画期間中に明らかとなった課題も
踏まえ、グループベースでのリスク把握や情報共有を図ると
ともに、管理者層への研修、各部署におけるリスク管理責任
の明確化、情報伝達プロセスの見直し、子会社管理の高度
化、サイバーセキュリティ対策の強化など必要な施策に着実
に取り組んでいます。重要なのは、取り組みを行ったという
事実ではなく、それが現場で機能し、リスクの早期把握と低
減につながっているかを検証することです。私は、ガバナン
スに完成形はないと考えています。環境が変わればリスクも
変わります。仕組みをつくって終わりではなく、常に見直し、
改善を続けていきます。
　ガバナンスの強化は、成長を止めるためのブレーキではあ
りません。むしろ、適切なリスクテイクを行い、成長戦略を前
に進めるための土台です。安全・安心がなければ、お客さま
に選ばれ続けることはできず、株主・投資家の皆さまから将
来への期待をいただくこともできません。安全・安心No.1 若手従業員とのランチ会



トップメッセージ

イ
オ
ン
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

統
合
報
告
書
2
0
2
6

C
O

R
PO

R
A

TE V
A

LU
E

18

COVER STORY CORPORATE VALUE BUSINESS SUSTAINABILITY DATA

の金融グループを目指し、成長と信頼を両立する経営基盤を
築いていきます。

私たちの存在意義

「金融をもっと近くに。」が描く姿
　当社グループのPurposeは「『金融をもっと近くに。』一人
ひとりに向き合い、まいにちのくらしを安心とよろこびで彩
る。」です。私はこの言葉を、金融機能がお客さまの生活の中
に自然に溶け込み、日々の暮らしを支える私たちのあり方を
表したものだと捉えています。
　決済も融資も、それ自体が目的ではありません。主役はあ
くまでお客さまの日々の生活です。お客さまが欲しいものを
買う、必要なサービスを利用する、急な支出へ備えるなど、
暮らしのさまざまな場面を、気が付けば当社グループのサー
ビスが支えている。そんな生活の裏方となる金融サービスの
実現を目指しています。

顧客理解を、デジタルでさらなる競争力へ
　当社の強みは、店舗などのリアルな接点でお客さまの声を
直接聞き、生活の変化やお客さま自身もまだ明確には意識し
ていない潜在的なニーズを捉えてきたことです。その顧客理
解に基づく商品やサービスを提供することで、お客さまとの
信頼関係を築き、顧客基盤を拡大してきました。一方、顧客
接点がデジタルへ広がる変化への対応では、一部遅れを取っ
た面も直視し、これまでの強みに安住せずに磨き直す必要が
あります。
　リアルな接点で培った顧客理解に、行動データとAIによる
分析を組み合わせることで、お客さまの生活を誰よりも知る
私たちだからこそ、実現できることがあります。対面では深
い相談や課題解決に力を注ぎ、デジタルでは場所や時間を問

わず便利に利用できる。両者の融合により、当社の競争力は
より高まると考えています。
　また、自社アプリだけで全てのお客さまへサービスを届け
るという発想にもとらわれません。イオングループ各社のア
プリや、お客さまが日頃利用している地域サービス、自治体
や企業のサービスにも当社の金融機能を組み込み、生活の中
で自然に利用できる環境を広げていきます。
　AIやデジタルの活用により、従業員は、対話、課題発見や
提案など、人だからこそ生み出せる価値に一層力を発揮でき
ます。お客さまを深く知る人の力をさらに高め、一人ひとりの
活躍の可能性を広げます。

人的資本経営

「全員活躍」を実現する
　会社を動かすのは人であり、一人ひとりの能力を高めるた
めの人材投資を充実させるとともに、その力を戦略上の重点
領域で最大限に発揮できるよう、人材の育成と最適配置によ
る「全員活躍」を実現することが不可欠です。私は従業員に
は、お客さま起点で考え、変化を恐れず、自ら課題を見つけて
行動することを求め、常に伝えています。過去のやり方にと
らわれず、本当にお客さまのためになっているのか、より良
い方法がないのかを問い続ける。前例がないからこそ挑戦
する姿勢が、これからの当社グループには必要です。
　もちろん、挑戦を求めるだけでは不十分です。経営には、
従業員が挑戦できる環境を整える責任があります。毎年実施
しているエンゲージメントサーベイの結果は私自身も確認し、
そこに現れる小さなサインを見逃さず、組織課題の早期把握
と改善に努めています。声を聞くだけで終わらせるのではな
く、経営と人事、各部門が一体となって対応し、従業員一人
ひとりが力を発揮できる環境づくりを進めていきます。

　そうした環境づくりを進めるうえで、特に重要な役割を担
うのが、中間管理職層です。経営の方向性を職場へ伝え、一
人ひとりの意見や気づきを経営へ届けるこの層が、自分の言
葉で方針を語り、部下の声を受け止め、具体的な行動へつな
げられるよう、次世代リーダーの育成に向けた研修に加え、
経営層との対話や管理職同士の学び合いの機会を充実させ
ていきます。

2030年に向けて

成長と信頼を両立する
　2030年に向けて、私たちは生活者に最も近い金融グルー
プへ進化していきます。お客さま一人ひとりの暮らしに寄り
添い、日々の生活を支える価値を提供し続けることで、お客
さま、地域社会、取引先、株主・投資家の皆さまをはじめ、
あらゆるステークホルダーから信頼され、必要とされる企業
へと進化していきます。
　課題は明確になり、投資すべき領域と達成すべき目標も示
しました。あとは実行です。私自身が先頭に立ち、お客さま
起点への原点回帰と変革をやり切ります。そして、「金融×
小売×デジタル」の融合による価値創造を実現し、成長と信頼
を両立する企業へと進化してまいります。
　ステークホルダーの皆さまには、今後とも当社グループの
挑戦にご期待いただき、変わらぬご支援を賜りますようお願
い申し上げます。
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前中期経営計画の結果

2025年度 営業利益

課題認識と対応すべき事項

2030年度に向けた新たな中期経営計画がスタート
「『金融をもっと近くに』する地域密着のグローバル企業」を目指し、新たな中期経営計画をスタートしました。前中期経営計画で顕在化した

課題を踏まえ、「稼ぐ力の発揮」「高効率経営への転換」「安全・安心No.1」を変革テーマに掲げ、事業構造と経営基盤の変革を進めます。

PAST PRESENT FUTURE

2030年
ありたい姿

「
金
融
を
も
っ
と
近
く
に
」す
る

地
域
密
着
の
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業

基本方針

実績
606
億円

計画差計画差
▲394▲394億円億円

未達要因
■ 顧客ニーズへの対応不足
■ 高コスト体質の常態化
■ 海外での従来型成長モデルの限界

前中期経営計画（2021年度～2025年度）は、デジタル化
の進展や新たなプレイヤーの金融事業参画など、当社を取
り巻く環境は大きく変化しました。一方、当社は国内外で
従来型のビジネスモデル、業務オペレーションから脱却し
きれず、営業収益・営業利益ともに計画未達となりました。

2030年度に向けた中期経営計画の策定にあたっては、前期間の未達要因を分析し、経営課題を整理し
ました。また、お客さま動向や経済情勢などの外部環境変化を踏まえ、今後対応すべき事項を明確化し
ています。これらを踏まえ、さらなる事業成長と企業価値向上の実現に向けた基本方針を策定しました。

国内コスト構造の
抜本的見直し

■ �商品・サービス・ 
オペレーションなどの見直し

■ �AIを活用した生産性向上

高効率経営への転換
成長投資の余力を

創出する体質への転換

安全・安心への
重点対応

■ �グループ一体でのリスク管理・
ガバナンス体制の強化

■ �高度化し続ける脅威への 
継続的な対応

安全・安心No.1
再発防止と未然防止を

徹底する

市場変化に伴う
顧客ニーズへの
対応

■ �顧客ニーズに合う新たな価値
提供

■ �決済構造や技術革新への対応
■� 海外の事業モデル進化

稼ぐ力の発揮
デジタルを活用することで
「イオンの金融」としての

強みを最大化する

計画
1,000

億円
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2030年度ターゲット

営業利益
1,000億円

ROE
10.0%

PBR
1.0倍以上

2025
（実績）

606億円
450億円

740億円

1,000億円

2027 2028 20292026 2030 （年度）

数値目標：営業利益
基盤強化フェーズ 成長実現・加速フェーズ

総額 
2,500億円

安全・安心
600億円

国内
800億円

海外
1,100億円

デジタルを中心とした成長投資計画

（計画）
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中期経営計画（2026年度～2030年度）の全体像
当社は、2030年度に向けて「稼ぐ力の発揮」を中核に据え、収益性・資本効率・財務健全性の向上を目指します。
イオングループが有する国内外の店舗ネットワークや顧客接点、当社がアジア各国で培った事業基盤を活かしながら、データ・AIの活用による収益機会の拡大と生産性向上を
推進します。あわせて、ガバナンス・リスク管理の高度化を通じて経営基盤を強化し、成長投資を着実に実行することで、持続的な利益成長と企業価値向上の実現を目指します。

高効率経営への転換
重点戦略④ 国内コスト構造改革

生
産
性
向
上

安全・安心No.1
重点戦略⑤ 強固なコーポレート・ガバナンスの実現

持
続
的
成
長
の
基
盤

稼ぐ力の発揮
重点戦略① AEON Payによる顧客基盤拡大
重点戦略② データ・AI活用による融資事業の強化

重点戦略③ �アジア重点国における
「小売×金融×デジタル」事業モデルの確立

収
益
成
長

2030年のありたい姿の実現に向け、収益性・資本効率・健全性を高める



国内成長ストーリー

稼ぐ力の発揮　重点戦略①②
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データ・AI活用による融資事業の強化

国内最大級の顧客基盤を実現し、収益成長を加速する
イオングループの店舗ネットワークや各事業会社との連携を通じてAEON Payを起点とした顧客接点を拡大し、国内最大級の顧客基盤の構築を
目指します。さらに、その顧客基盤から生まれる小売と金融のデータを活用し、AIによる与信高度化や顧客理解の深化を進めることで、個人向
け・法人向け融資を強化します。イオン生活圏の中で金融サービスの利用機会を広げ、国内収益力の向上と収益成長の加速を実現します。

ROE向上に向けた国内主要KPI

重点戦略②

AEON Payによる顧客基盤拡大重点戦略①顧
客
接
点
の
拡
大
・
決
済
デ
ー
タ
の
蓄
積

収
益
基
盤
の
拡
大

イオングループの店舗ネットワークやサービス各
社との連携を通じて顧客接点を拡大します。加
えて、自治体や学校などの地域社会との連携を
強化し、日常生活のさまざまな場面で利用機会
を創出します。AEON Payを生活に密着した決
済サービスへと進化させることで、2030年度に
AEON Pay会員6,000万人を実現し、国内最大
級の顧客基盤と顧客データ基盤を構築します。
本基盤により、データ・AIを活用した金融サービ
スの高度化と持続的な成長を実現します。

AEON Payを通じて蓄積した決済データに、購
買履歴や来店行動などの小売データを組み合わ
せ、AIによる与信精度の向上、顧客理解の高度
化を図ります。
お客さまの資金ニーズへ柔軟に応えられる商品
ラインナップの拡充に加え、イオングループ各社
の取引先へのサプライチェーンファイナンスの強
化など、個人向け・法人向け融資の拡大を通じ
て営業債権残高を積み上げ、収益成長につなげ
ます。

イオングループの小売データ

■ 購買履歴
■ 来店行動
■ 受発注・商品流通情報 など

個人向け

■ カードキャッシング

■ 各種ローン

■ �デジタル 
レンディング

法人向け

■ 法人向け融資

■ �サプライチェーン 
ファイナンス

■ 決済利用履歴
■ 銀行取引情報
■ 借入・返済実績 など

当社の金融データ

デ
ー
タ
結
合
・
Ａ
Ｉ
分
析
基
盤

与
信
高
度
化
・
顧
客
理
解
高
度
化

New

AEON Pay有効会員数

2025年度実績 1,208万人

2030年度目標 6,000万人

自社決済取扱高

2025年度実績 9.8兆円

2030年度目標 19.0兆円

個人向け営業債権残高

2025年度実績 8,838億円

2030年度目標 1兆2,600億円

法人向け営業債権残高

2025年度実績 3,378億円

2030年度目標 5,300億円

AEON Pay有効会員数と自社決済取扱高

2025 2026 2027 2028 2029 2030 （年度）

8,000

6,000

4,000

2,000

0 0

5

10

15

20
（兆円）（万人） AEON Pay会員数自社決済取扱高

1,208万人
（実績）

目標
19兆円

目標
6,000万人

9.8兆円

イオンの金融としての強みと、圧倒的な顧客基盤を
ベースに自社決済取扱高を拡大



稼ぐ力の発揮　重点戦略③

中
期
経
営
計
画（
２
０
２
６
年
度
～
２
０
３
０
年
度
）

（計画）

イ
オ
ン
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

統
合
報
告
書
2
0
2
6

C
O

R
PO

R
A

TE V
A

LU
E

22

COVER STORY CORPORATE VALUE BUSINESS SUSTAINABILITY DATA

海外事業では、香港・タイ・マレーシアの上場3社を収益基盤とし、マレーシア・ベトナム・カンボジアを重点投資国に位置付けています。5カ年
で1,100億円を投資し、新たな利益の柱を育成することで、中長期的な利益成長を目指します。なかでもベトナムは、イオングループの最重点
国として、「小売×金融×デジタル」モデルの確立を通じ、上場3社に次ぐ新たな利益成長の柱へ育成していきます。

2月：ファイナンス会社を子会社化
10月：個品割賦事業を開始
10月：�AEON Consumer Finance Company Limitedに商号変更

2025
(実績)

20282026 20292027 2030

デジタル完結型の後払い決済サービス事業の展開

ベトナム金融事業を上場3社に
次ぐ柱へ

個人向けローンなどの融資事業の基盤強化

ベトナムの成長ストーリー

2025年

2026年

2027年

2030年

411億円  2,000億円 1兆1,577億円  1兆7,500億円

重点国の営業債権残高
(ベトナム・カンボジア)

上場3社の営業債権残高
(香港・タイ・マレーシア)

2030年度目標2025年度実績 2030年度目標2025年度実績

ROE向上に向けた海外主要KPI

重点戦略③ アジア重点国における「小売×金融×デジタル」事業モデルの確立

　2025年2月、当社はベトナムで個人向けローン事業を展開するファイナンス会社 
AEON Consumer Finance Company Limited※を子会社化しました。
ベトナムは若年人口が多く、高い経済成長と中間層の拡大を背景に、個人向け金融
サービス市場のさらなる成長が期待される有望な市場です。また、イオングループ
はベトナムを海外戦略における最重点国のひとつと位置付け、2030年までに小売
店舗数を現在の３倍以上へ拡大する計画を進めています。
　この成長機会を最大限に取り込み、今後は、個人向けローンや個品割賦事業に加
え、スマートフォンを起点としたデジタル完結型の後払い決済サービスの展開を通じ、

「小売×金融×デジタル」を融合した独自の事業モデルの構築を推進します。
　イオングループの顧客基盤や店舗ネットワークとのシナジーを活かしながら事業
成長を加速し、2030年度にはアプリ会員2,000万人、金融会員200万人、営業債
権残高1,400億円の実現を目指します。
※2025年10月、Post and Telecommunication Finance Company Limitedから商号変更

※�1	 ローン会員のみ ※�2	 決済・ローン会員

1,4001,400
億円億円

260億円260億円140億円140億円

営業債権残高とアプリ会員数

アプリ会員720万人
金融会員※230万人

アプリ会員2,000万人
金融会員※2200万人

アプリ会員370万人
金融会員※14万人

アプリ会員
360万人

イオングループでは2030年までにベトナム全土で店舗数を3倍以上に拡大予定

海外成長ストーリー 上場3社の収益基盤を礎に、新たな利益の柱を育成
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企業価値向上への道筋
当社は、成長投資による営業債権残高の拡大と国内コスト構造改革による生産性向上を通じて、
収益性・資本効率の向上を目指します。ROAの改善と適切な財務レバレッジの活用によりROE
を高め、成長投資と株主還元の好循環を実現することで、PBR1.0倍超の達成を目指します。

その実現に向け、内部統制の強化やリスク管理の高度化による強固なコーポレート・ガバナン
スを構築するとともに、多様な人材が活躍できる「全員活躍」な組織づくりや、事業を通じた社
会・環境課題の解決を推進し、持続的な成長と中長期的な企業価値向上につなげていきます。

KGIツリー

持続可能な成長へ 気候変動等への対応人材の多様性と可能性革新的な金融サービス

2025
(実績)

2026 2027 2028 2029 2030

営業債権残高
ROE

当期純利益／自己資本

2025年度
4.5%

2030年度
10.0%

ROA
営業利益／総資産

2025年度
0.73%

2030年度
0.86%

総資産

その他収益割合

コスト比率
営業費用／営業債権残高

2025年度
9.0%

2030年度
7.2%

資産収益性
営業収益／営業債権残高

2025年度
10.1%

2030年度
8.2%

営業債権残高

2025年度
5.6兆円

2030年度
9.4兆円

PBR
ROE×株価収益率

2025年度
0.8倍

2030年度
1.0倍以上

（営業外＋特別損益）／総資産

財務レバレッジ
総資産／自己資本

ROE向上によってROE向上によって
企業価値の押し上げを目指す企業価値の押し上げを目指す

　「サステナビリティ」に関する詳細はこちら P.46

成長投資 2,500億円 配当性向 30〜40%
当社は、成長投資と財務基盤の強化を図りながら、株主の皆さまへの安定的かつ
継続的な利益還元を実施します。配当性向は30～40％を目安とし、企業価値向上
と株主還元の両立を目指します。

強固なコーポレート・ガバナンスの実現 　「コーポレート・ガバナンス」に関する詳細はこちら P.64重点戦略⑤

サステナビリティ

安全・安心No.1

重点戦略④ 国内コスト構造改革

資本配分 成長投資と株主還元の両立

AI活用による業務改革を推進し、コスト構造を最適化します。
海外で先行導入しているAIオペレーターの展開などにより、
2030年度までに約110億円のコスト削減（2025年度比）を
実現し、創出した資金を成長投資に振り向けます。

国内ではAEON Payを起点とした顧客接点の拡大、海外ではAIを活用した与信高度化により
営業債権残高を拡大し、安定的な収益基盤の強化と持続的な利益成長につなげていきます。

37,400
34,500

31,900
28,96026,690

24,204

（億円）

（計画）



イ
オ
ン
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

統
合
報
告
書
2
0
2
6

C
O

R
PO

R
A

TE V
A

LU
E

24

COVER STORY CORPORATE VALUE BUSINESS SUSTAINABILITY DATA

就任のごあいさつ
 このたび財務経理担当に就任した大島です。私に課せら

れた重要な使命は、財務を単なる管理機能としてではなく、
企業価値向上を支える経営基盤として強化することです。
私は18年間、劇的な変化を遂げてきたアセアン各国で財務
経理、事業運営、子会社の再編などに携わってきました。 
グループの成長領域である海外事業や、今後ダイナミックな
変化が必要となる日本国内での投資機会の拡大において、こ
れまでの経験を活かしながら、持続的な成長と資本効率向上
というステークホルダーからの期待に必ず応えていきます。
　資本市場は過去の財務実績だけでなく、将来の成長可能
性や実行力も評価しています。海外で事業経営を行ってき
た中においても、政情不安や規制変更が起きれば市場は即
座に反応し、投資や事業再編の方針を示した際にも、その懸

念や期待は株価という形で表れました。一方、市場とどれだ
け対話を重ねても評価につながらない局面もありました。
経営において重要なのは、言葉だけではなく、着実な成果
を数字で示すことによってのみ市場からの評価が獲得され
るということです。投資や再編は実行そのものが目的では
なく、「どの事業に資本を投下し、どのようなリターンを生み
出し、どれだけのキャッシュを創出できたのか」、その成果を
検証し、必要に応じて軌道修正を行うことが、財務経理の重
要な役割です。

 財務には、過去の数字を管理するだけでなく、将来の価値
創造を数字で可視化し、利益成長とキャッシュ創出を通じて
ROEを向上させる役割があります。これが、市場からの信頼
につながると考えています。

前中期経営計画の総括
　前中期経営計画の最終年度である2025年度は、営業収益
5,693億円（前期比6.8％増）、営業利益606億円（同1.4％
減）となりました。国内ではAEON Payを中心に顧客基盤が
拡大し、連結有効ID数は5,951万人（同379万人増）となりま
した。また、高利回り債権残高は国内外で増加し、海外事業で
はAIを活用した与信・回収の高度化により過去最高の営業利
益を達成しました。一方で、当初計画に対しては営業収益、営
業利益ともに大幅な未達となり、ROEも4.5％にとどまりまし
た。当社グループが資本コストを上回る水準として掲げてき
たROE10％とは大きなギャップがあります。

 私は、前中期経営計画の方向性は妥当であったと評価し
ています。しかし、施策を成果に結びつける実行力に課題が
ありました。投資後のPMIやシナジー創出、人材面での実行
体制構築が不十分だったと感じます。その結果として、投下
した資本が期待した収益やROE向上に結びつかなかったこ
とが反省点です。今後は、資本をどの国・事業に配分するか
にとどまらず、将来重要な要素となりうる人材、スキルに投
資するのかまで踏み込みます。

ROE10％とPBR1倍以上に向けた道筋
　今回の中期経営計画では、2030年度に営業利益1,000億
円、ROE10％・PBR1.0倍以上を目指します。私が財務面で特
に重視していることは、PL中心の管理から、BSと資本効率を
より強く意識した経営への転換です。金利のある世界では、
資金調達には明確なコストが発生します。そのため、当社グ
ループの強みであるイオン銀行預金による低利な調達機能を
最大限活用しながらも、資金をどの資産に振り向け、どれだけ
の収益を生み出すのか収益性と資本効率を厳格に評価します。
　中期経営計画では、ROEを起点としたKGIツリーを策定し
ました。ROE10％達成に向けては、利益成長によるROA改

必要分野への
積極的な投資による、
利益成長とROE向上を通じ
企業価値向上を図ります

財務経理担当メッセージ

執行役員 財務経理担当 兼 
財務経理本部 本部長

大島 一将
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善と資本効率向上の両面が必要です。具体的には、営業債
権残高の拡大による収益基盤の強化、AI活用を含めた生産
性向上によるコスト比率の改善、さらに事業ポートフォリオの
最適化による資産効率向上を図ります。

 重点KGIとして、「営業債権残高」「コスト比率」「資産収益
性」を設定しました。連結営業債権残高は5.6兆円から9.4兆
円に拡大し、コスト比率は9.0％から7.2％へ改善する計画で
す。一方で、資産収益性は10.1％から8.2％へ低下する見込
みです。これは収益性を軽視するものではありません。高利
回り債権だけでなく、住宅ローンや新たな融資商品などを組
み合わせた、収益性と安定性のバランスが取れたポートフォ
リオへの転換を進めることを意図しています。

資金調達・資金運用と資本配分
　当社単体の財務体質には、過去の投資損失や不正利用
問題への対応により、財務面でのリスク許容度は一時的に
下がっているという改善すべき課題があります。そのため、
全ての投資機会を追求するのではなく、資本コストを上回る
リターンが見込める案件を厳選して投資を行います。投資判
断に当たっては、国・事業ごとの成長性、規制・カントリーリス
ク、資本コスト、期待リターン、既存顧客基盤とのシナジーを
確認し、投資後も投資評価基準を用いてモニタリングします。
　日本だけでなく海外にも強固な基盤を持った事業会社を有
していることが当社の強みのひとつですが、海外でのさらな
る拡大を目指し、各国の市場規模と成長性、イオングループ
の事業基盤、金融ライセンスなどへの規制有無を踏まえ、 
マレーシア、ベトナム、カンボジアを重点国と位置付け資本分
配を最適化していきます。特にベトナムは、最重要国として位
置付け、優先的に経営資源を投入します。国内では、基幹シ
ステムの更改が終わったことで、AEON Payを起点とした顧
客接点の拡大に加え、キャッシングやカードローン、デジタル

レンディング、法人向け融資など多くの領域で新たな機能、
サービスを短期間で導入が可能となっており、収益性と成長
性の双方が期待できる領域へ重点配分します。

5カ年投資計画と投資規律
　今回の中期経営計画では、2030年度までの5年間で総額
2,500億円の投資を計画しています。内訳は、海外事業に
1,100億円、国内事業に800億円、安全・安心への投資に
600億円です。
　順位として、早期にキャッシュ創出が期待できるAI活用に
よる生産性向上への投資と時間を掛けて育てる海外重点国
への投資、国内でのAEON Pay・融資事業強化を優先的に
行います。そしてセキュリティやガバナンス強化への投資（安
全・安心への投資）は、後回しにできません。当社が決済事
業を強化し、生活インフラとしての役割を高めていく以上、24
時間365日、サービスを止めず、お客さまを不正利用やサイ
バーリスクから守ることは事業継続の前提です。私はこれを
単なるコストではなく、顧客基盤と資本市場からの信頼を支
える投資であると考えています。
　さらに、投資成果を実現するために最も重要なのは人材で
す。現在、海外で事業運営やPMIを担える人材は限られてお
り、さらなる海外での事業拡大を行ううえで人材への投資が
不可欠です。今後は日本から人材を送り出すだけでなく、海
外の優秀な人材をグループ全体で活用できる仕組みを整え、
投資案件の実行力とガバナンスを高めます。

2026年度の業績見通しと株主還元
　2026年度は、営業収益6,000億円、営業利益450億円を
見込んでいます。営業収益は増加する一方、国内クレジット
カード基幹システムの稼働に伴う費用負担などにより、営業
利益は減少する見通しです。これらは一時的に利益を押し下

財務経理担当メッセージ

連結営業収益（左軸） 連結営業利益率（右軸）連結営業利益（左軸）

2021 2022 2023 2024 2025 2026 （年度）
（予想）

6,000

4,000

2,000

0

（億円)
18

12

6

0

（%）

588588 588588 500500 614614 606606

12.512.5 13.013.0

10.310.3

11.511.5
10.710.7

連結営業収益／利益／利益率の推移

親会社株主に帰属する当期純利益の推移

１株当たり配当金／配当性向の推移

（年度）

400

300

200

100

0

（億円)

302302 306306

208208 210210

156156

2021 2022 2023 2024 2025 2026
（予想）

１株当たり配当金（左軸） 配当性向（右軸）

5353535353535353
5050

2021 2022 2023 2024 2025 2026（年度）
（予想）

60

45
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15

0

（円)
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25

0

（%）

35.735.7

73.173.1

37.337.3

54.754.7

4,5174,517
4,8564,856

5,3325,332
5,6935,693

4,7064,706

450450

7.57.5

6,0006,000

150150

5353
76.376.3

54.254.2
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げますが、安全・安心の確保、商品開発の迅速化、業務効率
化や新たな顧客接点の創出につながる必要な投資です。基
幹システムを安定稼働させ、ガバナンスを強化し、お客さまに
より良いサービスを提供できる基盤をつくり、そのうえで次
のジャンプにつなげます。それゆえ、2026年度から2027
年度を「基盤強化フェーズ」、2028年度以降を「成長実現・加
速フェーズ」と位置付けています。
　株主還元については、安定的かつ持続的に実施していく
方針です。2026年度は年間53円の配当を予定しています。
投資家の皆さまからの厳しい評価は真摯に受け止め、収益性
の回復と還元力の向上を最優先課題として取り組みますが、
一方で、足元では成長投資、財務健全性の回復を同時に進め

企業価値向上に向けた考え方

る必要があります。したがって、中期経営計画期間で累計約
700億円の株主還元を前提に、キャッシュアロケーションを
意識しながら、将来的には利益成長に支えられる形で配当性
向30〜40％を目安とする水準へ収斂させていく考えです。
投資と還元を対立概念で捉えるのではなく、投資によるキャッ
シュ創出力の向上を通じて、その成果を株主の皆さまへ還元
していきます。

ステークホルダーの皆さまへ
　PBRが1倍を下回っている状況は、当社の成長性や資本効
率に対する資本市場の評価が十分ではないことを示していま
す。国内の成長余地や当社の資本効率に対して、厳しい見方

があることも理解しています。
　だからこそ、私たちはまず実績で示していかなければなり
ません。イオングループの有する資産を活用し、海外の成長
領域を拡大し、国内ではAEON Payを入口としたクロスセル
を進める。その成果をKPIとして示し、着実に達成することに
よって市場からの信頼を高めていきます。ROE10％は容易
な目標ではありません。しかし、当社の事業基盤と成長機会
を踏まえれば十分に実現可能な水準であり、経営陣としてそ
の達成にコミットしていきます。
　今回の中期経営計画は、当社グループが「稼ぐ力」を回復
し、規律ある資本配分、安全・安心を土台に持続的成長を実
現するための道筋です。私たちは、言葉だけで信頼を得よう

とは考えていません。投資は実行するこ
と自体が目的ではなく、その成果を利
益、キャッシュ創出、ROEの向上へ結び
つけてこそ意味があります。
　市場との積極的な対話を通じ、KPI進
捗、投資成果、資本効率の改善状況をわ
かりやすく説明し、頂いたご意見を経営
に反映していきます。やるべきことを着
実に実行し、ステークホルダーの皆さま
に「変わった」と実感いただける姿をつ
くっていきます。
　私が財務責任者として最も重視する
のは、利益成長そのものではなく、資本
コストを上回るリターンを継続的に創出
できる経営への転換です。事業拡大、
投資、株主還元の全てをキャッシュ創出
力と資 本 効 率 の 観 点 から評 価し、
ROE10％、PBR1倍超を実現していき
ます。

財務経理担当メッセージ

KGIツリー KPI

ROE
当期純利益／自己資本

2025年度
4.5%

2030年度
10.0%

ROA
営業利益／総資産

2025年度
0.73%

2030年度
0.86%

営業利益
2025年度
606億円

2030年度
1,000億円

総資産額

その他収益割合

コスト比率
営業費用／営業債権残高

2025年度
9.0%

2030年度
7.2%

資産収益性
営業収益／営業債権残高

2025年度
10.1%

2030年度
8.2%

営業債権残高

2025年度
5.6兆円

2030年度
9.4兆円

PBR
ROE×株価収益率

2025年度
0.8倍

2030年度
1.0倍以上

（営業外＋特別損益）／総資産

財務レバレッジ
総資産／自己資本

ROE向上によってROE向上によって
企業価値の押し上げを目指す企業価値の押し上げを目指す

2030年度目標（2025年度差)

国
内

海
外

銀行預金残高

上場
3社

重点国

※そのほか、住宅ローンなどで+2.0兆円の債権残高拡大を目指す 

個人向け
（高利回り）

法人向け

営業債権残高※

（債権流動化後）

+2,000
億円

+3,800
億円 +4,800万人

2030年度目標
6,000万人

コスト構造改革
▲360億円
（5年累計） +2.4兆円

+1,700億円

+6,000億円

営業債権残高（主要5か国）

ベトナム カンボジア

タイ マレーシア 香港

AEON Pay
有効会員数
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競争優位性 事業活動（ビジネスプロセス）INPUT

当社は、Our Purpose「金融をもっと近くに。一人ひとりに向き合い、まいにちのくらしを安心とよろこびで彩る。」のもと、あらゆる時、あらゆる場所、
あらゆる状況でも、お客さまの人生のお役に立ち続けるため、お客さまの必要とする革新的な金融サービスを提供してまいります。

社会課題とマテリアリティ

コーポレート・ガバナンス

機会

リスク

■ �アジア諸国の 
経済成長

■ �産業技術、 
デジタル 
技術の高度化・ 
発展

■ �キャッシュレス 
決済の進展

■ �国内金利環境の 
変化

■ �少子高齢化等の 
人口動態の変化

■ ��戦争・紛争等の 
政情不安

■ ��業態を超えた 
競争激化

イオンフィナンシャルサービスの
独自性・強み（P.9）

中期経営計画（2026年度～2030年度）
稼ぐ力の発揮　高効率経営への転換　安全・安心№1

中期経営計画（P.19）

イオンフィナンシャルサービスの
サステナビリティ（P.46）

3
地域に密着した

事業展開

4
アジアでの
事業基盤

1
イオングループの

圧倒的な顧客基盤・
店舗ネットワーク

との連携力

2
革新的な

金融サービスの
提供

Our Purpose
金融をもっと近くに。

一人ひとりに向き合い、
まいにちのくらしを

安心とよろこびで彩る。

革新的な
金融サービスを
通じた幸せの

追求

人材の多様性と
可能性の発揮

レジリエントな
経営基盤の

確立

気候変動等への
対応

イオンフィナンシャル
サービスの

マテリアリティ
独自性・強み

価値創造プロセス

※数値は2026年2月末時点

財務資本
■連結総資産	 8兆3,139億円
■連結自己資本	 4,768億円
■自己資本比率	 5.7％

人的資本
■�連結従業員数	 14,942人

うち海外	 10,436人

知的資本
■�設立から45年間で培った与信・ 

回収ノウハウ
■�AI等のデジタル技術の活用
■購買等のデータ蓄積

社会・関係資本
■�展開エリア	 11カ国
■�連結有効ID数	 5,951万人
　うち、国内有効ID	 3,925万人
■投資家・アナリスト対談数
	 214回/年

イオンのブランド力
■展開エリア	 14カ国
■イオングループ従業員数	 約62万人
■店舗／拠点数	 20,257店舗/カ所

イオンフィナンシャルサービスの資本（P.29）

リアル・デジタル
の顧客接点獲得

新規投資による
商品・サービス強化

収益の創出 最適な金融提案

データ蓄積・分析

決済利用の拡大

顧客基盤の拡大

1

2

3

4

56

7

自然資本
■�省エネルギー推進による温室効果ガス
（GHG）排出量削減



インパクト OUTCOME

価値創造プロセス

ライフサイクルに合わせた金融サービス

イオングループの強みを活かし、リアルとデジタルで
お客さま一人ひとりへの最適な金融サービス提供

金融サービスのアクセシビリティ向上

アジア各国において、より多くのお客さまに
ご利用いただける、金融サービスの民主化

OUTPUT

財務

非財務

提供サービス

提供する価値

■連結営業利益	 606億円
■�親会社株主に帰属する 

当期純利益	 210億円
■ROE	 4.5％
■配当	 53円/年間 
	 （配当性向73.1％）

■�連結営業債権残高 
	 ５兆6,481億円 

（債権流動化分を含む） 
	 ８兆5,048億円

■�連結女性管理職比率 
（部長職）	 23.4％

■海外部門従業員比率	 69.8％

金融サービスを通じて地域社会の発展に貢献する
■ふるさと納税サイト「まいふる」契約自治体数	約1,600団体
■ご当地WAON発行自治体・団体数	 203団体
	 （2026年8月末時点）
金融教育を通じ、お客さま・
お取引先さま・従業員の生活を豊かにする
■�金融教育受講者数
	 33,871人/年（国内：31,992人、海外：1,879人）

革新的な金融サービスを通じた幸せの追求

従業員の多様性を尊重し
柔軟で働きがいのある職場環境を構築する
■障がい者雇用率（国内）	 2.81％
■男性育児休暇取得率（国内）	 98.5％
■従業員エンゲージメントスコア（国内）	 45.4

人材の多様性と可能性の発揮

ステークホルダーからの信頼を
向上させるガバナンス体制を構築する
■�BCP訓練実施回数（国内）	 ４回/年 

（イオングループ合同訓練2回/年、当社グループ合同訓練2回/年）
■ガバナンス意識の醸成に向けたコンプライアンス研修受講率
	 グループ全体99.0％

レジリエントな経営基盤の確立

■温室効果ガス排出量
Scope1、2合計（2024年度差）	 ＋273トン
Scope3合計（2024年度差）	 △1,556トン

■環境保全活動参加人数（国内）	 のべ4,075人

気候変動等への対応

P.50

P.55

P.64

P.83
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保険代理決済

個品割賦ローン リース

2030年
ありたい姿

「
金
融
を
も
っ
と
近
く
に
」す
る

地
域
密
着
の
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業

銀行
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イオンフィナンシャルサービスの資本

資本の重要性 掲載項目 強み・特長 資本の活用例

社会・関係 
資本

イオングループの生活インフラに根ざした顧客接点と、日本・
アジアで培った地域社会との信頼関係は、当社ならではの
競争優位の源泉です。お客さま、加盟店、地域社会とのつな
がりから得られる知見やデータを価値創造につなげ、持続的
な成長を実現しています。

イオンのブランド力
イオン連結社数（イオン（株）除く） 
	312社、店舗/拠点数20,257店舗/カ所
連結有効ID数5,951万人
うち、国内有効ID3,925万人
投資家・アナリスト対談数214回/年

■ �イオングループの多彩な事業と店舗ネットワークを活かし
た金融サービスの提供

■ �地域・自治体・加盟店との広範なネットワーク
■ �日本・アジアでの事業展開で広がる顧客基盤

▶︎�イオングループの価値創造を
支える金融事業の役割

▶︎�顧客とともにつくる、 
生活金融の価値

財務資本

小売と金融を融合した独自の事業モデルを将来にわたり発展
させるためには、安定した資金基盤と資本効率の向上が
重要です。財務資本を成長投資へ適切に配分し、持続的な
収益拡大と企業価値向上につなげます。

連結総資産8兆3,139億円
連結自己資本4,768億円
自己資本比率5.7％

■ �大規模な金融基盤 
■ �イオングループの顧客接点・店舗ネットワークを活用した

銀行預金による安定的な資金調達（国内銀行預金：5.4
兆円）

■ �国内外での分散された収益構造による成長ポテンシャル
のあるポートフォリオ

▶︎�財務経理担当役員メッセージ
▶︎�セグメント概況

人的資本

多様な人材一人ひとりの能力と挑戦が、当社グループの
競争力の源泉です。金融と小売、国内と海外をつなぐ事業
環境のもと、多様な知識・経験を持つ人材が価値創造を担っ
ています。

連結従業員数14,942人
うち、海外10,436人

■ �人材の多様性と可能性の発揮による、「全員活躍（All on 
Board）」の実現

■ �多様性（女性管理職33.9%、海外人材比率70%）
■ �グローバル、多種多様なキャリアパスによる人材基盤
■ �教育投資（AFSアカデミー等）による人材育成基盤

▶︎�ビジネス人材
▶︎��マテリアリティ② 

人材の多様性と可能性の発揮

知的資本

長年培ってきた与信・回収ノウハウやデジタル技術、蓄積さ
れたデータは、当社独自の金融サービスを支える重要な
資産です。お客さま理解の深化と業務高度化を通じて、新た
な価値創造の実現につなげています。

設立から45年間で培った与信・回収ノウハウ
AI等のデジタル技術の活用
購買等のデータ蓄積

■ �45年間で培った与信・回収ノウハウ
■ �決済・融資・銀行等のサービスを提供する総合金融モデル
■ �国・地域社会、生活者ニーズに応える、生活に根ざした

柔軟な金融サービス提供

▶︎DX戦略
▶︎金融包摂の取り組み

自然資本

持続可能な社会の実現は、金融サービスを提供する企業と
して果たすべき重要な責任です。当社は事業活動における
環境負荷低減と、環境課題の解決に資する商品・サービス
の提供を通じて、社会とともに成長していきます。

温室効果ガス（GHG）排出量 
（Scope1、2合計、Scope3合計）

■ �GHG排出量削減の進展
■ �環境配慮型商品・サービス展開
■ �ペーパーレス化・デジタル化の推進

▶︎�TCFD提言を踏まえた 
取り組み

▶︎�環境配慮型 
商品・サービスの提供

イオンの店舗網を活かした顧客接点や国内外で培った事業基盤を強みに、
お客さまや地域社会との信頼関係を築いてきました。この信頼関係を起点に
多様な資本を相互に活用し新たな価値創造と持続的成長を実現しています。

国内外約6,000万人の顧客基盤、イオン
グループの店舗ネットワーク、加盟店や地域
社会との信頼関係が、人的資本、知的資本、
財務資本、自然資本の価値を高め、持続的な
価値創造を支える基盤となっています。

価値創造の原点は社会関係資本

社会関係
資本

知的資本

自然資本

財務資本

人的資本
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全社視点で捉えたサービス課題の本質 
　私はこれまで、CS本部のお客さまサービス部において、お客さまの声を起点とした全社課
題の解決をリードし、企業価値の向上に取り組んできましたが、日々お寄せいただく、「サービ
スの分かりにくさ」や「サービスが連携していないことによる不便さ」という声に向き合うなか
で、個々の課題解決だけではなく、お客さま体験全体を見据えた変革の必要性を強く感じるよ
うになりました。 

部門横断で進めた業務改善の取り組み 
　お客さま起点の改革を意識するきっかけとなったのが、コールセンター運営部時代の経験です。
当時、「ポイントサービスが分かりにくい」というお客さまの声が繰り返し寄せられていました。
お客さま一人ひとりにオペレーターが丁寧な説明を行うことで、その場の疑問や不安を解消
することはできましたが、同じお問い合わせが何度も発生する状況を目の当たりにするなか
で、私は「対応品質の向上だけでは本質的な解決にならない」と感じていました。必要なのは、
お客さまが迷わないサービスを設計すること。その思いから、サービス全体の構造や商品
設計を見直すべきと考え、関係部門との対話を重ねるようになりました。
　こうした取り組みは、全社横断で課題を議論する「業務改善ミーティング」へと発展しまし
た。お客さまの声を起点に業務を見直す文化が、継続的な改善活動へとつながっていったこ
とは、私にとって大きな経験となりました。 
　振り返れば、この経験こそが、現在取り組んでいる商品改革タスクフォースの原点です。
お客さまの声の背景にある本質的な課題を捉え、個別最適ではなく、お客さま体験全体の
最適化を目指す。その考え方は、今も変わることなく私の活動の根幹となっています。

担当業務のやりがい・楽しさ・つらさ
　商品改革タスクフォースにおける業務は、グループ全体の成長に資する重要な取り組みであ
り、大きなやりがいを感じています。特に、各部門の知見を結集しながら、商品・サービスの
あり方そのものを見直し、ID拡大やロイヤルティ改革といった経営テーマに直接貢献できる点
に魅力があります。また、当社グループの垣根を越えた多様なステークホルダーとの対話は、
新たな視点や発想が生まれ、それを具体的な施策として形にしていくプロセスには大きな楽し
さがあります。自ら設計した仕組みが実際の商品・サービスとして展開されることも、本業務
の醍醐味のひとつです。
　一方で、関係者が多岐にわたることから、合意形成には一定の時間と調整が必要となりま
す。また、短期的な成果と中長期的な戦略の両立、不確実性の高い環境下での意思決定など、
難易度の高い局面も存在しますが、そうした課題に対して関係者と建設的に議論しながら前
進していくこと自体に価値があると考えています。

お客さまへの提供価値と今後目指すこと
　商品改革タスクフォースは、AEON Payを起点にイオングループの各サービスをつなぐこと
で、お客さまに対して新たな顧客価値の提供を目指しています。具体的には、従来型の「個人
単位の決済」から「家族・世帯単位の生活全体を支える金融体験」へ進化させたいと考えてい
ます。また、AEON Payを単なる決済手段にとどめず、さまざまなサービスを横断する“ハブ”
として位置付けることで、お客さまとの接点を拡張し、イオングループ全体の利便性向上と利
用促進を進めていきます。今後は、「家族をつなぐ」というコンセプトのもと、AEON Payを通
じて、お客さまの日常生活を包括的に支えるインフラを目指します。私の理想は、お客さまが、
イオングループのリアル店舗・デジタルサービスを意識することなく、生活の中で自然にご利
用いただける環境を実現することです。そのために、日常の生活導線でシームレスにつなが
るサービスを提供し、価値を感じていただける体験を創出したいと考えています。このような
取り組みを通じて、お客さま一人ひとりと、長期的な関係性を構築し、イオングループの持続
的な成長に貢献したいと考えています。

顧客の声を、変革の力へ

PROCESS FLOW / 業務改善の流れ

継続的な改善サイクルを構築

STEP 2
提案

STEP 3
調査

STEP 4
改善案検討

STEP 5
改善

STEP 1
現場目線で
課題を抽出

KEY CHARACTERISTICS / このフローの特徴

お客さま起点の思考 課題の深掘りと検証 継続的な改善運動1 2 3

イオンフィナンシャル 
サービス（株） 
商品改革タスクフォース

桝谷 昌彦

商品改革タスクフォースは、お客さまが抱える「不」を解決・解消し、
商品・サービスの改善とさらなる提供価値の向上を実現するために発足
しました。AEON Payを中心に、小売と金融がつながる新たな価値体
験の創造を目指します。

当社は人的資本を重要な経営基盤と位置付け、多様な人材の育成と活躍を推進しています。
本章では、価値創造を支える人材戦略と主な取り組みを紹介します。

Domestic
ビジネス人材
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サステナビリティ推進の中核として
　AEON CREDIT SERVICE （ASIA） CO., LTD.（以下、ACSアジア）のサステナビリティ
委員会の推進役として、目標達成に向けた進捗管理や各種施策を推進しています。あわせて、
サステナビリティに関する情報開示やステークホルダーとの対話を統括し、社内外における
ESG意識の醸成に取り組んでいます。その一環として、ESG関連アワードを活用し、自社活動
の評価・検証を行っています。
　さらに、イオンフィナンシャルサービス（株）のサステナビリティ室と連携しながら、グループ
全体のサステナビリティ方針に基づき、環境保全活動や社会貢献活動（寄付活動、奨学金制度、
協賛活動など）を含む幅広いESG施策の企画・運営を主導しています。これらの活動を通じて、
当社の持続的な価値創造と地域社会へ貢献しています。

サステナビリティ・リンク・ローンを通じた持続可能な成長の推進
　「金融をもっと近くに」というOur Purposeとイオンの基本理念のもと、ACSアジアは事業活
動にサステナビリティの要素を積極的に取り入れています。その代表的な取り組みのひとつが、
環境・社会目標と資金調達を結びつけるサステナビリティ・リンク・ローン（SLL）の活用です。
2025年11月に満期を迎えた3億2,000万香港ドルのSLLに続き、2025年2月には地域・地場
銀行9行で構成されるシンジケート団と
の間で、新たに3億香港ドルのSLLを実行
しました。
　本案件の組成にあたり、サステナビリ
ティ推進チームは主幹事金融機関と緊
密に連携し、当社の事業特性や重要課
題を踏まえた環境・社会分野のサステナ
ビリティ目標を設定しました。目標達成

に向けては、サステナビリティ委員会を通じた継続的なモニタリングと進捗管理を実施し、その
達成状況については毎年第三者機関による独立した検証を受けることで、透明性と信頼性の
確保に努めています。
　こうした継続的な取り組みの結果、当社は2026年3月、「The Asset Triple A Sustainable 
Finance Awards 2026」において、「Best Sustainability-Linked Loan – NBFI in Hong 
Kong」を受賞し、ESG目標と資金調達を効果的に連動させる取り組みが高く評価されました。

やりがい・楽しさ・苦労した点
　サステナビリティ・リンク・ローンでは、優遇金利の適用を受けるため、温室効果ガス（GHG）
排出量の削減、従業員研修時間の増加、社会・環境プログラムへの参加率向上という3つの環
境・社会目標の達成が求められていました。
　これらの目標達成に向けて、まず取り組んだのが従業員のサステナビリティ意識の向上です。
定期的なニュースレターやメール配信に加え、各種研修を実施するなど、さまざまな社内コミュ
ニケーション施策を通じて意識醸成を図りました。
　振り返ると、この取り組みを通じて従業員のエンゲージメントが着実に高まっていったことが、
最も大きな成果のひとつだったと感じています。ESGの推進には、一人ひとりの参加と協力が
欠かせません。サステナビリティ推進チームは年間を通じてさまざまな非営利団体（NGO）と連
携し、多様なESG活動を展開しました。環境分野では植樹活動やビーチクリーン活動を実施し、
社会分野では高齢者へのギフトバッグの配布、香港ユニセフ協会との青少年向けプログラムの
運営支援、金融教育活動への参画など、幅広い社会貢献活動を推進しています。
　一方で、これらの活動の多くは勤務時間外での参加が必要であり、当初は参加者の確保が
大きな課題でした。そこで、活動の目的や社会的意義、社会にもたらすインパクトを積極的に
発信し、参加への理解と共感を深めることに努めました。その結果、参加した従業員から前向
きな感想や学びの声が社内で共有され、その経験が周囲に広がることで、参加者数は着実に増
加していきました。
　従業員のESGに対する理解が深まり、自発的に活動へ参加する人が増えていく様子を目の当
たりにできたことは、大きなやりがいのひとつです。また、自身の取り組みが社会や環境への貢
献につながっていると実感できたことも、この取り組みに大きな意義と達成感をもたらしました。

ESG推進の実践を通じた学びと挑戦
　当チームは、1年間のESG活動を振り返るなかで、その成果を実感するとともに、当社の長期
的な価値創造に向けた取り組みへの意欲を一層高めています。サステナビリティ戦略や各種施策
を社内外のステークホルダーとともに推進することは容易ではありませんが、緊密な連携と継続
的な対話、そしてチームワークを通じて共通認識を醸成し、さまざまな課題を乗り越えてきまし
た。こうした積み重ねが、外部機関からの評価や業界内での認知向上にもつながっています。

サステナビリティを
経営価値へとつなぐ

世界的にESG（環境・社会・ガバナンス）の重要性が高まるなか、サステ
ナビリティ推進チームは、イオンの基本理念、未来ビジョンおよびOur 
Purposeのもと、事業戦略やガバナンス体制との整合を図りながら、サ
ステナビリティ戦略の立案・推進を担っています。

（左から）: Ms. Erika Lam, Senior Officer, Ms. Alice Lui, General Manager, 
Ms. Tracy Chan, Associate Specialist, Ms. Lillian Hui, Manager. 

AEON CREDIT SERVICE（ASIA）CO., LTD.
サステナビリティ推進チーム
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